
令和5年8月29日
松 江 市

令和５年９月議会補正予算
令和４年度決算
【概要版】



〇議案として下記案件を提出

◆議 第107号～第112号 Ｐ１～Ｐ３２
・令和５年度補正予算 ６件

（一般会計１件、特別会計２件、公営企業会計３件）
一般会計5号

令和５年９月市議会定例会
財政関係提出案件の概要（補正予算・決算）

下水道事業2号
ガス事業1号
交通事業2号

国民健康保険
事業会計1号
介護保険事業
会計1号

◆決算 第1号～第14号 Ｐ３３～Ｐ３７
・令和４年度決算 １４件

（一般会計１件、特別会計８件、公営企業会計５件）



令和５年度補正予算 会計別総括表

（単位 千円、％）

前年度補正後比較

補正後の額 伸び率

【第5号】 105,702,030 525,585 106,227,615 110,124,499 ▲ 3.5

国 民 健 康 保 険 事 業 【第1号】 17,968,010 17,968,010 18,253,151 ▲ 1.6

宍道国民健康保険診療施設事業 168,620 168,620 156,154 8.0

後 期 高 齢 者 医 療 保 険 事 業 5,723,863 5,723,863 5,557,654 3.0

介 護 保 険 事 業 【第1号】 22,898,644 1,154,211 24,052,855 23,488,228 2.4

企 業 団 地 事 業 195,176 195,176 48,818 299.8

公 園 墓 地 事 業 8,139 8,139 11,743 ▲ 30.7

鹿島町恵曇・講武・御津・佐太
財 産 区

1,991 1,991 1,430 39.2

母子父子寡婦福祉資金貸付事業 132,047 132,047 144,865 ▲ 8.8

小計 47,096,490 1,154,211 48,250,701 47,662,043 1.2

152,798,520 1,679,796 154,478,316 157,786,542 ▲ 2.1

補正前の額会   計   名 補正後の額補正額

一 般 会 計

特

別

会

計

合計
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令和５年度補正予算 会計別総括表

（公営企業会計） （単位 千円、％）

前年度補正後比較

補正後の額 伸び率

10,224,109 10,224,109 9,942,783 2.8

5,778,801 5,778,801 5,403,224 7.0

4,445,308 4,445,308 4,539,559 ▲ 2.1

【第2号】 14,567,117 23,000 14,590,117 13,879,610 5.1

7,679,501 ▲ 2,000 7,677,501 7,517,359 2.1

6,887,616 25,000 6,912,616 6,362,251 8.7

【第1号】 2,748,476 ▲ 233 2,748,243 2,681,503 2.5

2,236,003 ▲ 233 2,235,770 2,106,086 6.2

512,473 0 512,473 575,417 ▲ 10.9

【第2号】 1,432,283 15,335 1,447,618 1,457,191 ▲ 0.7

1,291,676 7,965 1,299,641 1,274,309 2.0

140,607 7,370 147,977 182,882 ▲ 19.1

13,531,888 13,531,888 13,221,308 2.3

11,769,089 11,769,089 11,799,008 ▲ 0.3

1,762,799 1,762,799 1,422,300 23.9

42,503,873 38,102 42,541,975 41,182,395 3.3

ガ ス 事 業

病 院 事 業

収 益 的 収 支 ・ 費 用 計

資 本 的 収 支 ・ 支 出 計

合計

収 益 的 収 支 ・ 費 用 計

資 本 的 収 支 ・ 支 出 計

交 通 事 業

収 益 的 収 支 ・ 費 用 計

資 本 的 収 支 ・ 支 出 計

収 益 的 収 支 ・ 費 用 計

資 本 的 収 支 ・ 支 出 計

下 水 道 事 業

収 益 的 収 支 ・ 費 用 計

資 本 的 収 支 ・ 支 出 計

補正前の額会   計   名 補正後の額補正額

水 道 事 業

195,302,393 1,717,898 197,020,291 198,968,937 ▲ 1.0一般会計＋特別会計＋公営企業会計
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【令和５年度一般会計９月補正予算（第５号）の内容】
新型コロナウイルス感染症対策、電力・ガス・食料品等価格高騰
対策に要する予算、その他の政策的事業に要する予算

・農業者の収入保険加入を支援

・飼料価格高騰の影響を受ける畜産農家を支援

・農業水利施設の電気料金高騰の影響を緩和

〈商店街活性化〉
・「職人商店街」の実現に向けた取組み

〈産業振興、起業・創業〉
・特定地域づくり事業協同組合の設立及び運営
に対する支援

〈農林水産振興〉
・松江大根島牡丹のＰＲ促進

〈観光振興〉
・2025年大阪・関西万博を契機とした
外国人観光誘客

・高齢者施設等の事業者が取り組む省エネ
対策への支援

・燃料価格高騰の影響を受ける交通事業者
への支援 など

〈ワーク・ライフ・バランス、子育て支援〉
・子ども医療費助成制度の拡充に向けた準備
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・SDGs未来都市の実現に向けたモデル事業の
実施

〈都市デザイン〉【債務負担行為】
・ＡＩデマンドバスの運行継続・拡大

〈安心・安全、社会資本整備〉
・湖北学園（仮称）の整備に向けた基本設計

・災害復旧にかかる事業

・鹿島福祉センターの空調設備更新 など

【令和５年度一般会計９月補正予算（第５号）の内容】
新型コロナウイルス感染症対策、電力・ガス・食料品等価格高騰
対策に要する予算、その他の政策的事業に要する予算

〈歴史・伝統・文化・芸術〉
・松江城の保全を目的に伐採した木の有効活用

・総合文化センター整備にかかる建設資材
価格上昇への対応と追加整備

〈行財政改革、スマート自治体〉
・松江市議会のＩＣＴ化推進
・ガス事業の民間譲渡
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農業者の収入保険加入を
支援
～セーフティネット

加入促進事業費～
事業費：475万円

財源：コロナ交付金

より多くの農業者が収入保険へ加入できる
よう保険料の一部を支援する。

○対象者

青色申告を行っている農業者または農業法人

○対象経費
「収入保険」の保険料・
付加保険料の合計額

○補助率
対象経費の1/2以内

飼料価格高騰の影響を
受ける畜産農家を支援
～畜産経営緊急

支援事業費～
事業費：1,087万円
財源：コロナ交付金

飼料価格高騰の影響を受ける畜産農家に対
し、県との協調により、飼料購入費用の一
部を支援する。（繰越明許費設定）

○対象者
市内で畜産業を営む農家

（繁殖牛、乳用牛、採卵鶏）

○対象経費

県が定める飼料（配合飼料・粗飼料）購入
代金基準額を超えた飼料購入経費の9割

○補助率 対象経費の1/2以内

○対象期間 令和5年4月～令和6年3月

（産業経済部農政課）

収入保険とは

保険期間の農業販売収入が基準収入（過去5年
の平均収入）の9割を下回った場合に、下回っ
た額の9割を上限に補填するもの
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（産業経済部農林基盤整備課）

農業水利施設の電気料金高騰の影響を緩和
～農業水利施設電気料金高騰対策事業費～

○対象者
農業水利施設（用水施設、排水施設等）の維持管理をする事業者
（土地改良区・水利組合等）

○支援内容
省エネルギー化に取り組む農業水利施設の電気料金を支援

○財源 県支出金（国支援部分） ：116万円（上表青色部分）
コロナ交付金（市支援部分）：199万円（上表赤色部分）

（※）県支援部分（上表黄色部分）は、島根県が事業者へ直接支払う

事業費：315万円、財源：下記参照

農業水利施設の令和5年4月～9月分の電気料金高騰分を、国・県と協調して支援する。

寺津用水機場（西浜佐陀町）

県
15％

市
15％

R3⇒R4高騰分 R4⇒R5高騰分

R3時点の電気料金
県
50％

市
50％

県（国支援部分）
70％
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○補助対象者

島根県による、社会福祉法人等エネルギーコスト削減対策緊急支援事業費補助金の交付決定
を受けて、市内の事業所で同事業を実施した事業者（高齢者福祉施設、障がい福祉施設、児
童入所施設、救護施設等を運営する社会福祉法人、医療法人等）

○補助対象経費

省エネルギー・省電力に資する設備更新費・機器導入費

○補助率

県補助金額の1/2以内（上限：50万円）

高齢者施設等の事業者が取り組む省エネ対策への支援
～高齢者・障がい者施設等省エネ対策支援事業費～

（健康福祉部健康福祉総務課）

エネルギー価格高騰等の影響を受けている、高齢者・障がい者施設等を運営する社会福
祉法人等が取り組む、エネルギーコスト削減効果の高い設備投資を支援する。

事業費：760万円、財源：コロナ交付金

〉

【参考：県補助金の内容】
○補助率 ： 1/2以内
○補助限度額：（上限）200万円（下限）20万円

新
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燃料価格高騰の影響を受ける交通事業者への支援
～一畑電車燃料費高騰緊急支援事業費、

燃料費高騰緊急支援事業費～

（都市整備部交通政策課）

燃料価格高騰の影響を受けながら事業を継続している市内の交通事業者に対し、島根県
と協調して、燃料費の一部を支援する（対象期間：令和5年4月～9月）。

事業費：1,465万円、財源：国県10/10
（国のうち、コロナ交付金1,059万円）

【事業費】343万円

【補助率】1/2（負担割合：松江市17.5%、
県50%、出雲市32.5%）

一畑電車

【事業費】514万円

【補助率】
交通局：1/2（市1/2）
生活交通路線（コミュニティバス等）：
1/2（県1/3＋市1/6）

【事業費】608万円

【補助率】1/2（県1/4＋市1/4）

8

バス事業者

タクシー事業者（福祉タクシー含む）



〉

（産業経済部商工企画課）

「職人商店街」の実現に向けた取組み
～地域商業機能複合化推進事業費～

事業費：6,000万円、財源：国2/3

中心市街地を活性化させて地域の持続的な成長を導くため、商店街等における新たな
消費や経済活動の創出につながる施設整備に対し、国と連携して支援する。

○対象施設
旧さかや（松江市天神町）

○改修内容（予定）
・蕎麦打ちが「観える化」「体験化」
できる蕎麦屋店舗

・ベンチャー企業向けオフィス

○概算改修費 1億3,530万円

○補助率 3/4以内（国1/2、市1/4）
経済産業省「地域商業機能複合化推進事業」

○補助額 6,000万円（上限）
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特定地域づくり事業協同組合

人材派遣 利用料金

特定地域づくり事業協同組合の設立及び運営に対する支援
～特定地域づくり推進事業費～

（産業経済部定住企業立地推進課）

新

安定した雇用環境を創出するため、特定地域づくり事業協同組合の運営費等を支援し、
地域社会の維持と地域経済の活性化に貢献する「地域づくり人材」を確保する。

事業費：638万円、財源：国169万円

【本市特定地域づくり事業協同組合の概要】

・組合員：4者（食料品製造業・農業・漁業・水産養殖業）

・活動地域：鹿島町・島根町・美保関町

・派遣職員：4名（予定）

・事業開始：令和5年12月（予定）

【組合への支援内容】

・派遣職員人件費の1/2を補助（上限400万円/年・人）

・事務局運営費の1/2を補助（上限600万円/年）

・設立準備経費の補助（上限300万円）

【特定地域づくり事業協同組合は】

人口急減地域（人材確保に特に支援が必要な地
区として知事が判断した地域）において、知事
の認定した「特定地域づくり」を行う場合に、
労働者派遣事業を届出で行うことができ、組合
運営費の財政支援を受けることができる。
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松江大根島牡丹のＰＲ促進
～松江大根島牡丹振興対策事業費（特産物振興対策事業費）～

（産業経済部農政課）

コロナ禍で落ち込んだ松江大根島牡丹の需要を回復するため、第73回松江菊花展での牡
丹展示による市民・観光客の認知度向上と、京都府立植物園100周年記念式典への展示
参加による販路拡大を目指す。

事業費：58万円

〉

【日時】令和5年10月28日（土）

～11月12日（日）

【会場】松江城山公園 馬溜広場

【内容】菊花の愛好者が育てた作品を展示

【入場料】無料

【ポイント】・牡丹は初出展

・牡丹と菊のコラボ展示

第73回松江菊花展

【日時】令和6年4月19日（金）～21日（日）

【会場】京都府立植物園（京都市左京区）

・日本最古の公立総合植物園

・日本最大級の回遊式観覧温室

【ポイント】

・牡丹100品種の展示

・講演会併催

京都府立植物園100周年記念式典
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2025年大阪・関西万博を契機とした外国人観光誘客
～2025年日本国際博覧会観光誘客促進事業費～

（観光部国際観光課）

2025年（令和7年）に開催される日本国際博覧会（大阪・関西万博）を好機として、本
市を世界に向けてＰＲするとともに、外国人観光誘客を促進するため、官民一体となっ
た推進協議会を設立し、ツアー商品を造成する。

【万博に向けた取組み（予定）】

事業費：685万円

〉

新

事業者から最新
コンテンツの情報収集

ターゲット市場の
嗜好性調査

事業者への情報提供・
講演会開催による

機運醸成

ワークショップ形式での
観光商品づくり

広域周遊観光商品の
造成・販売・実施

ターゲット別プロモー
ション（情報発信）

商品造成 万博後の取組み

(4/13~10/13)

令和5～6年度 令和7年度 令和8年度～

事前準備
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2025年
大阪・関西
万博 開催
(4/13~10/13)

🄫

万博から得られた
データの解析

2030年に向けた
外国人観光誘客の推進
MATSUE観光戦略プラン
の目標値(2030)：

外国人宿泊客数15万人



無
償
化

子ども医療費助成制度の拡充に向けた準備
～子ども医療費助成～

（こども子育て部子育て給付課）

子ども医療費助成制度を拡充し、令和6年4月からの中学生の通院・調剤等にかかる医療費
の無償化に向けた準備を行う。（※現在、中学生は入院費のみ助成し無償化）

事業費：571万円

〇対象者
令和6年4月時点で中学3年生以下
の松江市在住者

〇準備内容
・既存受給者の子ども医療証再発行
（対象者：約21,500人）

・制度拡充対象となる中学1～2年生
（令和5年度時点）の子ども医療証
発行（対象者：約3,700人）

・システム改修
・医療機関等への広報

〇スケジュール
・令和5年10～11月 拡充対象者（令和5年度
の中学1～2年生）の保護者へ申請書発送

・令和5年12月 申請受付
・令和6年3月 すべての対象者へ

子ども医療証送付
・令和6年4月～ 制度拡充

【参考】現在の子ども医療費助成制度

入院 通院・調剤等

0歳～
小学6年生

無料 無料

中学生
無料

（令和3年1月～）
助成制度なし
（自己負担3割）
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松江城の保全を目的に伐採した木の有効活用
～松江城伐採木有効活用事業費～

（文化スポーツ部松江城・史料調査課）

新

松江城の伐採木を有効活用するため公募・採用した、市民アイデアを実現するにあたり、
必要な加工（乾燥・製材等）を行う。

事業費：626万円、財源：基金10/10

【今回採用する8アイデア】
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○事業費総額 24億6,197万円

（本件補正前：24億 324万円）

○本件補正 5,873万円

○増額の主な要因
・建設工事
建具（鋼製建具、ガラス、金物等） ＋1,919万円
内装材（カーテン、家具等） ＋1,557万円

・機械設備工事
空調機器 ＋2,910万円

総合文化センター整備にかかる建設資材価格上昇への対応と追加整備
～総合文化センター整備費～

（教育委員会生涯学習課）

総合文化センターの改修にかかる建設資材価格の上昇、労務単価の改訂などに伴い、い
わゆる「スライド条項」の適用を受けて整備費の増額補正を行う。

事業費：5,873万円、財源：市債4,930万円

15

○工事内容の見直し
スライド条項の適用による工事費変更に合わせ
て、建物の機能性を落とさずコストを下げられ
る工事仕様等の見直しを実行
・2階学習室壁の仕上げ変更
・照明器具の変更 など

大ホール改修状況
（令和5年6月30日時点）



（都市整備部交通政策課）

ＡＩデマンドバスの運行継続・拡大
～コミュニティバス運行事業（八束）
コミュニティバス運行事業（大野・秋鹿）～ 事業費：2,766万円（債務負担行為設定額）

令和5年4月より試験運行を開始したＡＩデマンドバスについて、運行を継続・拡大する
ため、契約準備に必要な債務負担行為を設定する。

債務負担行為設定額

地区 期間 限度額

八束 令和6年度 1,383万円

大野・秋鹿 令和6年度 1,383万円

合 計 2,766万円

〇事業内容
・令和5年4月に運行開始した八束地区での
運行継続

・令和6年4月からの、大野・秋鹿地区での
試験運行開始

○ＡＩデマンドバス導入のメリット
・柔軟な予約配車による利便性の向上
・最適なルート設定による回遊性の向上

16



湖北学園（仮称）の整備に向けた基本設計
～湖北学園（仮称）整備事業費～

（教育委員会教育総務課）

令和11年の開校を予定する、湖北地区3小学校（古江・大野・秋鹿）と湖北中学校からな
る義務教育学校「湖北学園（仮称）」の整備に向けて、令和4年度に策定した基本計画に
基づき、令和5～6年度に基本設計を行う。

事業費：1,295万円

○基本設計事業費：
4,317万円

（令和5～6年度継続費）

うち令和5年度 1,295万円
うち令和6年度 3,022万円

○事業総額費（概算）：
44億1,074万円

○スケジュール

※工事費は物価上昇を勘案。
幼稚園、児童クラブの建
築工事を含む

R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11

設計

用地取得

敷地工事

事前準備工事

校舎等建築工事

開発・収用・農地転用手続

建築工事

契約・取得

グラウンド工事

インフラ工事インフラ設計

測量・地質調査・設計

基本計画 実施設計基本設計

開
校
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松江市議会のＩＣＴ化推進
～電子市役所推進事業費、 議会ＩＣＴ化推進費（議会運営費）～

（政策部デジタル戦略課、議会事務局議事調査課）

新

議案等の市議会資料をパソコンやタブレット端末で閲覧できるシステムを導入し、
ペーパーレス化を進める。併せて、紙資料の配布を段階的に廃止する。

事業費：1,378万円

〇デジタル端末導入 事業費：1,329万円

・議員用34台、執行部用30台、議会事務局用3台、計67台

〇閲覧システム導入 事業費：49万円

・タブレット端末で、議案等の市議会資料が閲覧できるシステムを導入

・会議の開催通知、スケジュールの確認、災害緊急時の情報共有など

議員と議会事務局との連絡ツールとしてグループウェアを導入
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ガス事業の民間譲渡
～ガス事業譲渡事業費～

事業費： 6,745万円

（総務部組織戦略課・ガス局）

新

○事業内容 ・民間譲渡準備業務委託
・譲渡先選定委員会設置

○事業期間 令和5～6年度

○事業費 6,745万円
※うち民間譲渡準備業務委託（6,700万円）は、
2か年契約となるため繰越明許費を設定

○民間譲渡スケジュール（目途）

○業務委託内容
・事業譲渡にかかる前提条件の整理
・財務・法務・資産価値等の論点整理
・サウンディング調査（民間事業者の
参画を求めるための情報提供・意見
交換ほか）

・募集要項案の作成
・譲渡先選定委員会の運営支援 など

本市ガス事業を民間譲渡するにあたり、都市ガス事業を将来にわたって継続・発展させ
ることができる譲渡先事業者を選定するための調査・準備を行う。

令和5年 準備業務委託（～令和6年度）
譲渡先選定委員会設置

6年 事業継承者募集要項公表・募集開始
優先交渉権者決定

7年 事業譲渡契約締結、事業引継

8年 事業譲渡
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SDGs未来都市の実現に向けたモデル事業の実施
～自治体SDGsモデル事業費～

（政策部SDGs推進課）

新
事業費：686万円、財源：下記参照

【モデル事業：国10/10補助金対象】

■ 「水の都」コンソーシアムの設立準備
 市民・行政・企業・大学・金融機関などによるSDGs推進母体の設立に向
けた学習会の開催

■ SDGs普及啓発事業の実施
 シンポジウムやパネル展示などを含むイベントを開催し、市民がSDGsに
取り組む機運を醸成

 松江市オリジナルSDGsロゴマークの作成

■ 企業宣言・登録制度の検討
 SDGsに積極的に取り組む企業の宣言・登録制度創設に向けた検討

■ SDGs出前講座の開催
 学校・地域に講師を派遣し、身近なSDGsを学ぶための出前講座を開催

【モデル事業：国1/2補助金対象】406万円 170万円

110万円【その他事業】

令和5年5月22日の内閣府による「SDGs未来都市」「自治体SDGsモデル事業」へのダブル
選定を受け、「SDGs未来都市」の実現に向けて官民一体となって取り組むためのモデル
事業などを実施する。

■ ESDプロジェクトの実施
 SDGsを身近に感じられる動画教材を子どもたちと制作

■ ジュニアSDGsリーダーの育成
 中高生を対象とするリーダー養成講座を開催し次世代を育成

■ 潜戸100周年記念事業への補助
 潜戸が国の名勝及び天然記念物の指定受けてから100周年を迎
える令和9（2027）年に、記念事業を実施

■ ブルーアップサイクルに向けた調査
 企業との連携による海洋ゴミや水草などのアップサイクル（※）

推進のための調査 （※）廃棄物に手を加えて新たな付加価値を持たせること
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災害復旧に係る事業
～農林水産施設災害復旧費、公共土木施設災害復旧費～

（産業経済部農林基盤整備課、都市整備部道路課、都市整備部河川課）

事業費：1億7,840万円、財源：下記参照

林道真山線路肩崩落（法吉町）

令和5年5月・7月に発生した大雨災害によって被災した箇所の復旧を進める。

事業名 被災箇所数 事業費 国・県支出金 市債 分担金 一般財源

農林水産施設災害復旧費 14箇所 9,500万円 4,800万円 3,080万円 250万円 1,370万円

公共土木施設災害復旧費 15箇所 8,340万円 4,956万円 3,380万円 ー 4万円

合計 29箇所 1億7,840万円 9,756万円 6,460万円 250万円 1,374万円

円木中谷線法面崩落（大垣町） 土井敷薦津線法面崩落（下佐陀町）

しんやま えんぎ どいしき
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令和５年度一般会計補正予算（第５号） 議 第107号

〇補正の主なもの
・分担金及び負担金
国県補助対象土地改良事
業分担金 ▲4,125

・国庫支出金
令和５年災公共土木施設
災害復旧事業費国庫負担
金 49,558
地域商業機能複合化推進
事業費国庫補助金40,000

・県支出金
令和３年災農業用施設災
害復旧事業費県補助金

63,170
令和５年災農業用施設災
害復旧事業費県補助金

40,000
・寄附金
図書館資料取得事業寄附
金 3,000

・繰入金
財政調整基金繰入金

271,270
・市債
揖屋小学校整備事業

▲162,500
総合文化センタ－整備事
業 49,300

歳入 （単位 千円、％）

補正前の額 補正額 補正後の額 構成比 前年度同期 伸び率

市 税 28,762,665 28,762,665 27.1 28,581,217 0.6
地 方 譲 与 税 716,001 716,001 0.7 805,997 ▲ 11.2
利 子 割 交 付 金 35,904 35,904 0.0 60,356 ▲ 40.5
配 当 割 交 付 金 150,258 150,258 0.2 85,863 75.0
株式等譲渡所得割交付金 77,900 77,900 0.1 118,149 ▲ 34.1
法 人 事 業 税 交 付 金 449,937 449,937 0.4 431,129 4.4
地 方 消 費 税 交 付 金 5,240,530 5,240,530 4.9 4,743,260 10.5
ゴ ルフ場利用税交付金 7,396 7,396 0.0 7,383 0.2
環 境 性 能 割 交 付 金 32,853 32,853 0.0 64,996 ▲ 49.5
国 有 提 供 施 設 等 所 在
市 町 村 助 成 交 付 金

13,693 13,693 0.0 12,315 11.2

地 方 特 例 交 付 金 187,645 187,645 0.2 163,892 14.5
地 方 交 付 税 21,463,236 21,463,236 20.2 21,089,447 1.8
交通安全対策特別交付金 33,701 33,701 0.0 35,993 ▲ 6.4
分 担 金 及 び 負 担 金 598,608 ▲ 1,562 597,046 0.6 639,418 ▲ 6.6
使 用 料 及 び 手 数 料 2,069,800 2,069,800 1.9 2,319,445 ▲ 10.8
国 庫 支 出 金 20,599,051 117,626 20,716,677 19.5 24,232,696 ▲ 14.5
県 支 出 金 8,040,357 126,891 8,167,248 7.7 8,423,175 ▲ 3.0
財 産 収 入 319,589 319,589 0.3 617,032 ▲ 48.2
寄 附 金 391,000 3,600 394,600 0.4 230,500 71.2
繰 入 金 3,778,257 293,789 4,072,046 3.8 4,334,424 ▲ 6.1
繰 越 金 131,309 131,309 0.1 1 13,130,800.0

諸 収 入 2,515,040 8,841 2,523,881 2.4 2,257,811 11.8
市 債 10,087,300 ▲ 23,600 10,063,700 9.5 10,870,000 ▲ 7.4

105,702,030 525,585 106,227,615 100.0 110,124,499 ▲ 3.5合            計

19
20

21
22

23

15
16

17
18

9

10

11
12

13
14

8

款

1

2
3

4
5

6
7
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〇補正の主なもの
・議会費
議会運営費 10,984

・総務費
ガス事業譲渡事業費 67,446

・民生費
鹿島福祉センター管理運営費

40,234
・衛生費
乳幼児健診事業費 6,392

・農林水産業費
土地改良事業費 ▲77,801

・商工費
地域商業機能複合化推進事業
費 60,000
観光客受入事業費 14,647

・土木費
公園用地取得費 90,866

・教育費
揖屋小学校整備事業費

▲208,495
・災害復旧費
令和５年災公共土木施設災害
復旧事業費 83,400
令和５年災農業用施設災害復
旧事業費 70,900

歳出（目的別） （単位 千円、％）

補正前の額 補正額 補正後の額 構成比 前年度同期 伸び率

議 会 費 483,849 10,984 494,833 0.5 491,059 0.8

総 務 費 10,800,734 122,636 10,923,370 10.3 13,742,922 ▲ 20.5

民 生 費 39,352,264 77,172 39,429,436 37.1 39,972,965 ▲ 1.4

衛 生 費 12,104,316 12,573 12,116,889 11.4 13,752,943 ▲ 11.9

労 働 費 294,290 294,290 0.3 290,431 1.3

農 林 水 産 業 費 2,799,830 ▲ 52,073 2,747,757 2.6 3,075,039 ▲ 10.6

商 工 費 3,169,257 107,563 3,276,820 3.1 4,094,891 ▲ 20.0

土 木 費 9,682,371 182,324 9,864,695 9.3 8,723,346 13.1

消 防 費 2,503,775 2,503,775 2.4 2,646,414 ▲ 5.4

教 育 費 12,907,475 ▲ 116,584 12,790,891 12.0 10,854,527 17.8

災 害 復 旧 費 502,666 178,400 681,066 0.6 657,514 3.6

公 債 費 10,752,518 10,752,518 10.1 11,462,820 ▲ 6.2

諸 支 出 金 298,685 2,590 301,275 0.3 309,628 ▲ 2.7

予 備 費 50,000 50,000 0.0 50,000 0.0

105,702,030 525,585 106,227,615 100.0 110,124,499 ▲ 3.5

科         目

合        計

1
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3
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5
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9
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令和５年度一般会計補正予算（第５号）
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〇補正の主なもの
・物件費

ガス事業譲渡事業費 67,364
・維持補修費

道路修繕費 20,000
・扶助費

学校給食援助費 1,761
・補助費等

地域商業機能複合化推進事業
費 60,000
観光客受入事業費 13,349

・投資的経費
公園用地取得費 90,866
令和５年災公共土木施設災害
復旧事業費 83,400
令和５年災農業用施設災害復
旧事業費 70,900
総合文化センター整備費（継
続費） 52,729
鹿島福祉センター管理運営費

40,234
揖屋小学校整備事業費

▲208,495
土地改良事業費 ▲77,801
放課後児童健全育成事業費

▲27,096

歳出（性質別） （単位 千円、％）

性質 補正前の額 補正額 補正後の額 構成比 前年度同期 伸び率

人 件 費 16,824,212 14,160 16,838,372 15.8 16,913,282 ▲ 0.4

物 件 費 15,796,865 138,056 15,934,921 15.0 16,184,573 ▲ 1.5

維 持 補 修 費 797,429 25,000 822,429 0.8 917,698 ▲ 10.4

扶 助 費 25,342,758 3,248 25,346,006 23.9 25,193,880 0.6

補 助 費 等 12,409,624 140,237 12,549,861 11.8 15,098,193 ▲ 16.9

公 債 費 10,752,518 10,752,518 10.1 11,462,820 ▲ 6.2

積 立 金 761,165 761,165 0.7 634,917 19.9

投資及び出資金・
貸 付 金

1,233,433 1,233,433 1.2 1,301,251 ▲ 5.2

繰 出 金 8,375,346 8,375,346 7.9 8,167,842 2.5

投 資 的 経 費 13,358,680 204,884 13,563,564 12.8 14,200,043 ▲ 4.5

予 備 費 50,000 50,000 0.0 50,000 0.0

合      計 105,702,030 525,585 106,227,615 100.0 110,124,499 ▲ 3.5
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令和５年度一般会計補正予算（第５号）
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①特別会計予算補正
(単位  千円)

補正前 補正額 補正後

介護保険事業特別会計 22,898,644 1,154,211 24,052,855

  補正予算第1号

②債務負担行為補正
　〇国民健康保険事業特別会計（議　第108号　　補正予算第1号）
　追加

会  計  名 補　正　の　主　な　も　の

議　第109号
令和4年度の決算額の確定に伴う国県負担金等の
精算等による増額補正

【歳入】
 ・前年度繰越金  　　　　　 1,154,211千円

【歳出】
 ・国庫支出金等過年度分償還金 817,844千円
 ・介護保険事業財政調整基金積立金
　　　　　　　　　　　　　　  336,367千円

　　人間ドック助成事業 令和6年度 90,760千円

事　　　　　　項 期　　　　間 限　　　度　　　額

令和５年度特別会計補正予算
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(単位  千円)

会  計  名 補正前の額 補正額 補正後の額 補正の主なもの

収益 7,905,893 0 7,905,893

費用 7,679,501 ▲ 2,000 7,677,501 消費税及び地方消費税　▲2,000

差引 226,392 2,000 228,392

収入 4,653,248 25,000 4,678,248
企業債　22,000
工事負担金　3,000

支出 6,887,616 25,000 6,912,616 新増設費　25,000

差引 ▲ 2,234,368 0 ▲ 2,234,368

収益 2,498,199 ▲ 233 2,497,966
液化石油ガス売上　▲10,037
県補助金　9,804

費用 2,236,003 ▲ 233 2,235,770
消費税及び地方消費税　▲980
液化石油ガス販売費　747

差引 262,196 0 262,196

収入 204,552 204,552

支出 512,473 512,473

差引 ▲ 307,921 ▲ 307,921

資
本
的
収
支

資
本
的
収
支

議　第111号
 
　ガス事業会計
 
　補正予算第1号

収
益
的
収
支

区  分

議　第110号
 
　下水道事業会計
 
　補正予算第2号

収
益
的
収
支

令和５年度公営企業会計補正予算
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(単位  千円)

会  計  名 補正前の額 補正額 補正後の額 補正の主なもの

収益 1,112,570 3,599 1,116,169 補助金　3,599

費用 1,291,676 7,965 1,299,641
定期運転費　9,240
消費税及び地方消費税　▲1,510
雑支出　235

差引 ▲ 179,106 ▲ 4,366 ▲ 183,472

収入 86,202 5,180 91,382
他会計補助金　2,590
国庫補助金　2,590

支出 140,607 7,370 147,977 改良費　7,370

差引 ▲ 54,405 ▲ 2,190 ▲ 56,595

資
本
的
収
支

区  分

議　第112号
 
　交通事業会計
 
　補正予算第2号

収
益
的
収
支

令和５年度公営企業会計補正予算
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○収益的収支（下水道使用料や施設の維持管理等、1年間の経営活動に伴う収入と支出）

○提案理由
・頻発する浸水被害の軽減を図るため、雨水渠整備事業を実施するもの
・収益的支出は、消費税及び地方消費税の減
・資本的収入は、企業債、工事負担金の増
・資本的支出は、新増設費（雨水渠整備工事）の増

（単位：千円、消費税及び地方消費税込）

令和５年度公営企業会計補正予算

現計予算額 補正額 補正後予算額 備考

（款） 1 7,905,893 0 7,905,893

（款） 1 7,679,501 ▲ 2,000 7,677,501

（項） 2 607,529 ▲ 2,000 605,529

（目） 2 9,120 ▲ 2,000 7,120

226,392 2,000 228,392収 支 差 引

営 業 外 費 用

消費税及び地方消費税

下 水 道 事 業 費 用

区　　分

下 水 道 事 業 収 益
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○資本的収支（下水道管渠の整備等、将来にわたる住民サービス提供のための収入と支出）

令和５年度公営企業会計補正予算

（単位：千円、消費税及び地方消費税込）

現計予算額 補正額 補正後予算額 備考
（款） 1 4,653,248 25,000 4,678,248

（項） 1 2,294,900 22,000 2,316,900
（目） 1 2,294,900 22,000 2,316,900

（項） 5 137,146 3,000 140,146
（目） 1 137,146 3,000 140,146

（款） 1 6,887,616 25,000 6,912,616
（項） 1 2,495,316 25,000 2,520,316

（目） 1 1,190,076 25,000 1,215,076
▲ 2,234,368 0 ▲ 2,234,368

下 水 道 事 業 資 本 的 支 出
建 設 改 良 費

新 増 設 費
収 支 差 引

区　　分
下 水 道 事 業 資 本 的 収 入

企 業 債
企 業 債

工 事 負 担 金
工 事 負 担 金
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（単位：千円、消費税及び地方消費税込）

令和５年度公営企業会計補正予算

○提案理由
・島根県ＬＰガス価格高騰緊急対策事業実施に伴う補助金収入の増および液化石油ガス売上減

（液化石油ガス価格高騰緊急対策事業補助金を原資として、需要家の液化石油ガス料金から値引きする）

○収益的収支（料金収入、原料の購入、施設の維持管理等、1年間の経営活動に伴う収入と支出）

30

現計予算額 補正額 補正後予算額

（款） 1 2,498,199 ▲ 233 2,497,966

（項） 3 326,916 ▲ 10,037 316,879

（目） 1 液 化 石 油 ガ ス 売 上 310,296 ▲ 10,037 300,259

（項） 4 126,191 9,804 135,995

（目） 8 県 補 助 金 0 9,804 9,804

（款） 1 2,236,003 ▲ 233 2,235,770

（項） 3 277,870 747 278,617

（目） 1 液 化 石 油 ガ ス 販 売 費 262,150 747 262,897

（項） 4 51,048 ▲ 980 50,068

（目） 3 消費税及び地方消 費税 27,028 ▲ 980 26,048

262,196 0 262,196

ガ ス 事 業 費 用

営 業 外 収 益

附 帯 事 業 費 用

区       分

営 業 外 費 用

ガ ス 事 業 収 益

備考

附 帯 事 業 収 益

収 支 差 引



○収益的収支（バスの運行や維持管理等、1年間の経営活動に伴う収入と支出）

○提案理由
・燃料費の高騰に対応するための他会計補助金を増額補正
・運賃箱の新紙幣対応、乗降データ集計分析ソフトの導入、行先表示器の一部更新に係る費用を増額補正

（単位：千円、消費税及び地方消費税込）

令和５年度公営企業会計補正予算

現計予算額 補正額 補正後予算額 備　　考

（款） 1 1,112,570 3,599 1,116,169

（項） 3 422,145 3,599 425,744

（目） 2 236,468 3,599 240,067

（款） 1 1,291,676 7,965 1,299,641

（項） 1 1,201,434 9,240 1,210,674

（目） 1 653,138 9,240 662,378

（項） 3 36,831 ▲ 1,275 35,556

（目） 2 20,430 ▲ 1,510 18,920

（目） 3 16,124 235 16,359

▲ 179,106 ▲ 4,366 ▲ 183,472収 支 差 引

営 業 外 費 用

消費税及び地方消 費税

雑 支 出

交 通 事 業 費 用

自 動 車 運 送 事 業 費 用

定 期 運 転 費

補 助 金

営 業 外 収 益

区       分

交 通 事 業 収 益
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○資本的収支（バスの購入等、将来にわたる住民サービス提供のための収入と支出）

（単位：千円、消費税及び地方消費税込）

令和５年度公営企業会計補正予算

現計予算額 補正額 補正後予算額 備　　考

（款） 1 86,202 5,180 91,382

（項） 1 86,202 2,590 88,792

(目） 1 86,202 2,590 88,792

（項） 2 0 2,590 2,590

(目） 1 0 2,590 2,590

（款） 1 140,607 7,370 147,977

（項） 1 131,245 7,370 138,615

(目） 1 131,245 7,370 138,615

▲ 54,405 ▲ 2,190 ▲ 56,595収 支 差 引

交 通 事 業 資 本 的 支 出

建 設 改 良 費

改 良 費

国 庫 補 助 金

国 庫 補 助 金

区       分

交 通 事 業 資 本 的 収 入

他 会 計 補 助 金

他 会 計 補 助 金

資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額56,595千円は、過年度分損益勘定留保資金52,793千円及び当
年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額3,802千円で補填
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【令和４年度一般会計決算】 決算 第1号

新庁舎や総合文化センター整備の大型事業が本格化したことなどにより、決算規模は
歳入・歳出ともに拡大

令和４年度 令和３年度 差引 増減率

歳入決算額 1,149億 185万円 1,109億2,488万円 39億7,697万円 3.6％

歳出決算額 1,117億5,895万円 1,079億1,050万円 38億4,845万円 3.6％

歳入歳出差引 31億4,290万円 30億1,438万円 1億2,852万円 4.3％

翌年度へ繰越すべき財源 4億8,791万円 5億6,889万円 ▲8,098万円 ▲14.2％

実質収支 26億5,499万円 24億4,549万円 2億 950万円 8.6％

財政調整基金残高 52億3,310万円 46億5,955万円 5億7,355万円 12.3％

①決算規模は歳入、歳出ともに拡大
（歳入） （歳出）
Ｒ4 1,149.0億円 Ｒ4 1,117.6億円
Ｒ3 1,109.2億円 Ｒ3 1,079.1億円
Ｒ2 1,280.1億円 Ｒ2 1,251.9億円

【決算の特徴】

②大型事業の本格化により普通建設事業費が増加
Ｒ4 133.6億円 ← Ｒ3 88.7億円（＋44.9億円）

〈主な普通建設事業〉
・新庁舎建設事業：＋35.4億円
・総合文化センター整備：＋7.4億円

④実質公債費比率が改善・将来負担比率は上昇

・実質公債費比率：Ｒ4 9.9％ ← Ｒ3 10.4％
・将来負担比率 ：Ｒ4 69.1％ ← Ｒ3 66.9％

③新型コロナウイルス対策費（物価等高騰対策含む）は減少

Ｒ4 73.4億円 ← Ｒ3 89.7億円
（うち子育て世帯への臨時特別給付金31.1億円）

〈主な単独事業〉

7.1億円
4.9億円
2.6億円

・観光地の高付加価値化
・水道料金減免関連
・事業者のエネルギー価格・物価高騰対策
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国民健康保険事業特別会計 決算 第2号

令和4年度 令和3年度 差引 伸率

歳入 190億1,014万円 195億6,306万円 ▲5億5,292万円 ▲2.8%

歳出 185億4,537万円 192億7,555万円 ▲7億3,018万円 ▲3.8%

実質収支 4億6,477万円 2億8,751万円 1億7,726万円 61.7%

宍道国民健康保険診療施設事業特別会計 決算 第3号

令和4年度 令和3年度 差引 伸率

歳入 1億6,067万円 1億5,253万円 814万円 5.3%

歳出 1億6,067万円 1億5,253万円 814万円 5.3%

実質収支 0万円 0万円 0万円 ー

後期高齢者医療保険事業特別会計 決算 第4号

令和4年度 令和3年度 差引 伸率

歳入 56億   609万円 55億4,949万円 5,660万円 1.0%

歳出 55億3,411万円 54億7,862万円 5,549万円 1.0%

実質収支 7,198万円 7,087万円 111万円 1.6%

介護保険事業特別会計 決算 第5号

令和4年度 令和3年度 差引 伸率

歳入 226億7,675万円 224億   509万円 2億7,166万円 1.2%

歳出 215億2,254万円 214億3,716万円 8,538万円 0.4%

実質収支 11億5,421万円 9億6,793万円 1億8,628万円 19.2%

企業団地事業特別会計 決算 第6号

令和4年度 令和3年度 差引 伸率

歳入 6,719万円 4億7,690万円 ▲4億971万円 ▲85.9%

歳出 6,719万円 4億7,690万円 ▲4億971万円 ▲85.9%

実質収支 0万円 0万円 0万円 ー

【令和４年度特別会計決算】
特別会計は、８会計のうち５会計で黒字決算、３会計で収支均衡

※端数処理の影響により実質収支や伸率等が一致しない場合がある 34



公園墓地事業特別会計 決算 第7号
令和4年度 令和3年度 差引 伸率

歳入 2億   906万円 1億9,966万円 940万円 4.7%

歳出 894万円 725万円 169万円 23.3%

実質収支 2億     12万円 1億9,241万円 771万円 4.0%

鹿島町恵曇・講武・御津・佐太財産区特別会計 決算 第8号
令和4年度 令和3年度 差引 伸率

歳入 111万円 110万円 1万円 0.9%

歳出 111万円 109万円 2万円 1.8%

実質収支 0万円 1万円 ▲1万円 ▲100.0%

母子父子寡婦福祉資金貸付事業特別会計 決算 第9号
令和4年度 令和3年度 差引 伸率

歳入 1億5,473万円 1億6,094万円 ▲621万円 ▲3.9%

歳出 9,401万円 1億1,268万円 ▲1,867万円 ▲16.6%

実質収支 6,072万円 4,826万円 1,246万円 25.8%

特別会計合計
令和4年度 令和3年度 差引 伸率

歳入 478億8,574万円 485億   877万円 ▲6億2,303万円 ▲1.3%

歳出 459億3,394万円 469億4,177万円 ▲10億   783万円 ▲2.1%

形式収支 19億5,180万円 15億6,700万円 3億8,480万円 24.6%
翌年度へ繰越

すべき財源
0万円 0万円 0万円 ー

実質収支 19億5,180万円 15億6,700万円 3億8,480万円 24.6%

※端数処理の影響により実質収支や伸率等が一致しない場合がある

【令和４年度特別会計決算】
特別会計は、８会計のうち５会計で黒字決算、３会計で収支均衡
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水道事業 決算 第10号
〇収益的収支（消費税抜） 〇資本的収支（消費税込）

令和4年度 令和3年度 差引 伸率 令和4年度 令和3年度 差引 伸率

収入 54億2,827万円 54億7,909万円 ▲5,082万円 ▲0.9% 収入 19億7,665万円 15億4,176万円 4億3,489万円 28.2%

支出 50億3,346万円 50億1,572万円 1,774万円 0.4% 支出 35億6,999万円 46億6,970万円 ▲10億9,971万円 ▲23.5%

収支差引 3億9,481万円 4億6,337万円 ▲6,856万円 ▲14.8% 収支差引 ▲15億9,334万円 ▲31億2,794万円 15億3,460万円 49.1%

下水道事業 決算 第11号
〇収益的収支（消費税抜） 〇資本的収支（消費税込）

令和4年度 令和3年度 差引 伸率 令和4年度 令和3年度 差引 伸率

収入 76億3,339万円 76億7,412万円 ▲4,073万円 ▲0.5% 収入 35億5,358万円 39億6,206万円 ▲4億848万円 ▲10.3%

支出 70億3,427万円 71億5,325万円 ▲1億1,898万円 ▲1.7% 支出 60億7,938万円 63億3,482万円 ▲2億5,544万円 ▲4.0%

収支差引 5億9,912万円 5億2,087万円 7,825万円 15.0% 収支差引 ▲25億2,580万円 ▲23億7,276万円 ▲1億5,304万円 ▲6.4%

ガス事業 決算 第12号
〇収益的収支（消費税抜） 〇資本的収支（消費税込）

令和4年度 令和3年度 差引 伸率 令和4年度 令和3年度 差引 伸率

収入 19億7,831万円 16億1,397万円 3億6,434万円 22.6% 収入 2億6,281万円 1億5,671万円 1億   610万円 67.7%

支出 17億   343万円 14億   318万円 3億     25万円 21.4% 支出 5億9,587万円 5億   605万円 8,982万円 17.7%

収支差引 2億7,488万円 2億1,079万円 6,409万円 30.4% 収支差引 ▲3億3,306万円 ▲3億4,934万円 1,628万円 4.7%
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【令和４年度公営企業会計決算】
公営企業会計の決算は5つの企業会計全てが黒字



交通事業 決算 第13号
〇収益的収支（消費税抜） 〇資本的収支（消費税込）

令和4年度 令和3年度 差引 伸率 令和4年度 令和3年度 差引 伸率

収入 12億4,503万円 11億8,471万円 6,032万円 5.1% 収入 1億   351万円 1億8,280万円 ▲7,929万円 ▲43.4%

支出 12億3,994万円 11億6,959万円 7,035万円 6.0% 支出 1億5,561万円 1億9,153万円 ▲3,592万円 ▲18.8%

収支差引 509万円 1,512万円 ▲1,003万円 ▲66.3% 収支差引 ▲5,210万円 ▲873万円 ▲4,337万円 ▲496.8%

病院事業 決算 第14号
〇収益的収支（消費税抜） 〇資本的収支（消費税込）

令和4年度 令和3年度 差引 伸率 令和4年度 令和3年度 差引 伸率

収入 124億4,524万円 123億9,711万円 4,813万円 0.4% 収入 10億7,780万円 16億5,549万円 ▲5億7,769万円 ▲34.9%

支出 116億2,960万円 118億6,534万円 ▲2億3,574万円 ▲2.0% 支出 14億8,817万円 22億   304万円 ▲7億1,487万円 ▲32.4%

収支差引 8億1,564万円 5億3,177万円 2億8,387万円 53.4% 収支差引 ▲4億1,037万円 ▲5億4,755万円 1億3,718万円 25.1%
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持続可能な開発目標（SDGs）の詳細
目標１(貧困)
あらゆる場所あ
らゆる形態の貧
困を終わらせる

目標２(飢餓)
飢餓を終わらせ、食
料安全保障及び栄養
の改善を実現し、持
続可能な農業を促進
する

目標３(保健)
あらゆる年齢の
すべての人々の
健康的な生活を
確保し、福祉を
促進する

目標４(教育)
すべての人に包摂
的かつ公正な質の
高い教育を確保し、
生涯学習の機会を
促進する

目標５(ｼﾞｪﾝﾀﾞｰ)
ジェンダー平等を達
成し、すべての女性
及び女児のエンパ
ワーメントを行う

目標６(水・衛生)
すべての人々の水
と衛生の利用可能
性と持続可能な管
理を確保する

目標７(ｴﾈﾙｷﾞｰ)
すべての人々の、安価かつ信
頼できる持続可能な近代的な
エネルギーへのアクセスを確
保する

目標８(経済成⾧と雇用)
包摂的かつ持続可能な経済成⾧
及びすべての人々の完全かつ生
産的な雇用と働きがいのある人
間らしい雇用を促進する

目標９(ｲﾝﾌﾗ、産業化、ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ)
強靱なインフラ構築、包摂的かつ
持続可能な産業化の促進及びイノ
ベーションの推進を図る

目標１０(不平等)
国内及び各国家間
の不平等を是正す
る

目標１２(持続可
能な消費と生産)
持続可能な消費
生産形態を確保
する

目標１３(気候変
動)
気候変動及びそ
の影響を軽減す
るための緊急対
策を講じる

目標１４(海洋資源)
持続可能な開発のた
めに、海洋・海洋資
源を保全し、持続可
能な形で利用する

目標１５(陸上資源)
陸域生態系の保護、回復、持続
可能な利用の推進、持続可能な
森林の経営、砂漠化への対処並
びに土地の劣化の阻止・回復及
び生物多様性の損失を阻止する

目標１６(平和)
持続可能な開発のための平和で包
摂的な社会を促進し、すべての
人々に司法へのアクセスを提供し、
あらゆるレベルにおいて効果的で
説明責任のある包摂的な制度を構
築する

目標１７(実施手段)
持続可能な開発のた
めの実施手段を強化
し、グローバル・
パートナーシップを
活性化する

目標１１(持続可能
な都市)
包摂的な安全かつ
強靱で持続可能な
都市及び人間居住
を実現する


